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「県内大学企画提案型パラスポーツ促進事業業務委託」 

企画提案（プロポーザル）募集要項 

 

１ 業務の概要 

（１）業務名 

県内大学企画提案型パラスポーツ促進事業業務委託 

（２）委託期間 

   契約締結日から令和８年３月２５日（水）まで 

（３）委託業務の内容 

「県内大学企画提案型パラスポーツ促進事業業務委託」仕様書（以下、「仕様書」

という。）に記載のとおり 

（４）委託料の上限額 

   １大学 １,０００千円（消費税及び地方消費税相当額を含む） 

（５）委託予定件数 

   １大学程度 

（６）選考方法 

   企画提案を募り、審査・選考を経て決定し、業務を委託する。 

 

２ 応募資格 

以下の全ての要件を満たすこと。 

（１）県内にキャンパスが所在する大学であること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない

者であること。 

（３）募集開始の日から審査完了の日までの間に、千葉県物品等指名競争入札参加者  

指名停止等基準（昭和５７年１２月１日制定）に基づく指名停止及び物品調達等の  

契約に係る暴力団等排除措置要領に基づく入札参加除外措置を受けている日が含ま

れないこと。 

（４）受託者選考審査委員会（以下「審査委員会」という。）の委員に該当しないこと。 

（５）審査委員会の委員が自ら主宰し、役員、顧問若しくは構成員として関係する法人及

びその他の組織でないこと。 

（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に掲げる暴力団、同条第６号に規定する暴力団員である現職員を有する団体並

びにそれらの利益となる活動を行う者でないこと。 

（７）宗教活動や政治活動を主たる目的とした団体でないこと。 

（８）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再

生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立て、商法（明治３２

年法律第４８号）附則（平成１６年法律第７６号）第８条の経過措置が適用される旧

商法に基づく会社の整理の開始の命令及び、破産法（平成１６年法律第７５号）に基

づく破産手続開始の申立がなされていない者であること。 
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３ 応募方法等 

（１） 提出物  企画提案書１０部（正本１部、副本９部）提出すること。 

下記「８ 応募書類」に記載のとおり。 

（２）提出期限 令和７年８月８日（金）午後４時までに持参又は郵送（必着） 

（ＦＡＸ、電子メールでの応募は不可） 

（３）提出先 〒２６０－８６６７ 千葉市中央区市場町１－１ 

千葉県環境生活部スポーツ・文化局生涯スポーツ振興課生涯スポーツ室 

 

４ 質問の受付 

本件に関する質問については、電子メールで受け付ける。ただし、提案の状況、審査

委員会委員名等に関する質問については受け付けない。 

※メール送信後、電話にて到達を確認すること。 

（１）期 限：令和７年７月２４日（木）午後５時まで  

（２）送付先：千葉県環境生活部スポーツ・文化局生涯スポーツ振興課 

生涯スポーツ室 担当宛て 

メールアドレス：chibasp04@mz.pref.chiba.lg.jp 

電話 043（223）3483 

（３）件名は「県内大学企画提案型パラスポーツ促進事業業務委託」とし、大学名、連絡

先を必ず記載すること。 

（４）質問に対する回答は、取りまとめの上、令和７年７月２５日（金）を目途に、千葉

県（以下「県」という）ホームページに掲載する。 

 

５ 応募書類 

以下の企画提案書一式（（１）～（５））について作成、提出すること。 

（１）企画提案書（様式第１号） 

（２）大学概要（様式第２号） 

（３）経費見積書（様式第３号） 

・本委託業務に必要な全ての費用を算定・計上すること。 

・業務ごとに詳細な内訳を記載すること。 

・課税業者、非課税業者を問わず、税込金額を記載すること。 

（４）企画提案説明書（任意様式） 

・仕様書「５ 委託業務の内容」に基づき、詳細に記載すること。 

（５）提案にあたっての留意事項 

  ・提案内容は採用された場合に、受託者が責任を持って実現できるものであること。 
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６ 審査・選考方法 

（１）事前審査 

   応募資格を有する応募者の数が５者以上の場合、事務局が書面による事前審査を 

実施する場合がある。事前審査を行う場合は、事務局が企画提案書等を採点し、  

審査委員会に参加する４者を選考する。審査結果は令和７年８月１３日（水）を  

目途に応募者全員にメールで通知する。 

   なお、本審査を通過しない者は（２）審査委員会に参加することができない。 

（２）審査委員会 

県が設置する審査委員会において、企画提案書、プレゼンテーション及び質疑応答

による審査を行い、最優秀提案者（１大学）を優先交渉権者として決定する。 

プレゼンテーションは令和７年８月２０日（水）に県庁にて実施する予定であり、

詳細は応募者に別途通知する。 

（３）評価項目・評価基準 

審査にあたっては、別表の「評価項目・評価基準」により総合的に評価する。 

（４）審査結果 

審査委員会の審査結果は、応募者全員にメールで通知する。 

 

７ 提案の無効に関する事項 

次の一つに該当するときは、その者の提案は無効とする。 

（１）応募資格の無い者が提案したとき。 

（２）所定の期限及び提出先に提案書を提出しないとき。 

（３）同一の企画提案募集に対して、２以上の提案をしたとき。 

（４）同一の企画提案募集に対して、自己のほか、他人の代理人を兼ねて提案したとき。 

（５）同一の企画提案募集に対して、２以上の代理人をしたとき。 

（６）提案に関連して談合等の不正行為があったとき。 

（７）提案書類に虚偽の記載をしたとき。 

（８）委託料上限額を超える金額で見積書を提出したとき。 

（９）経費見積書（様式第３号）の金額、住所、氏名、印影、又は重要な文書の誤脱、若

しくは認識しがたい見積又は金額を訂正した見積をしたとき。 

（１０）審査委員会を欠席したとき。 

（１１）その他、審査を行うにあたって不適当と認められるとき。 

 

８ 委託契約 

９により選考した優先交渉権者（１大学）と、詳細な業務内容及び契約条件について  

協議、合意したのちに委託契約を締結する。 

なお、協議が整わなかった場合は、次点者と協議を行うものとする。 

（１）契約期間 

   契約締結日から令和８年３月２５日（水）まで 
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（２）契約にあたっての主な留意事項 

①契約にあたっては、契約書を作成し、県と受託者双方で各１通を保有する又は、電子

契約サービスを選択することができる。 

②企画提案書（様式第 1号）及び審査委員会は提案内容及び応募団体の審査・選定のた

めに行うものであり、選考結果は提案内容をそのまま了承するものではないので留意

すること。 

③提案された企画内容をもとに業務委託仕様書を作成し契約するものとする。 

（別添仕様書は業務の大要を示すものであり、契約締結に当たっての業務委託仕様書

については、受託者決定後、協議の上、県が作成する。） 

④契約保証金は免除する。（千葉県財務規則第９９条第２項第６号） 

⑤業務の全部を第三者に再委託してはならない。業務の一部を再委託する場合は、   

事前に県に書面で協議し、承諾を得ること。 

 

９ 委託料 

（１）上限額 １大学 １,０００千円（消費税及び地方消費税相当額を含む） 

（２）委託料には、事業終了後の実施報告書の作成及び成果品の納品を含む。 

（３）委託料の支払は、全ての業務の履行後を原則とするが、前金払いが必要と認められ

る場合、委託料の１０分の３以内の範囲で前金払いを行うことができる。その額は

発注者と受注者とが協議して定めることとする。 

（４）対象経費 

    ・対象経費は報償費、旅費、印刷製本費、消耗品費、食糧費、通信運搬費、会場費、

保険料などの事業に直接必要な経費に限る。 

    ・契約前に支出された経費、受託者の日常的な運営経費、事務機器等の備品購入に

要する経費は対象外とする。 

 

１０ 注意事項  

（１）企画提案に要する経費は全て応募者の負担とする。 

（２）提出された書類等は返却しない。 

（３）提出された書類等は千葉県情報公開条例（平成１２年千葉県条例第６５号）に基づ

き開示する場合がある。 

（４）提出された書類等は必要に応じて複写する。 

（５）使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 



評価項目 配点

１　業務遂行能力 10

10

・パラスポーツ教室の実施方法が具体的に提案されているか。

・大学周辺の市町村や学校、関係団体と連携して取り組む提案となっているか。 10

・障害のある方が身近な地域で広くパラスポーツに親しめる環境の整備につなが
る内容となっているか。

15

・「障害のある方のスポーツ参加の促進」をテーマとしたワークショップの実施
方法が具体的に提案されているか。

10

10

5

４　経費妥当性 10

100

別表　評価項目・評価基準

合  　計

３　業務実施体制・
　　作業工程

③ワークショップの実施

②体験会の実施

②業務スケジュールの適格性

①見積書に所要経費・算定根拠が明確に示されていて、合理的な内容であるか。
②費用対効果に十分に配慮した経費となっているか。

評価基準

①安定した経営基盤・人材を有するとともに、当該業務に関する知見・ノウハウを
有しているか。

①事業の目的を十分に理解した企画提案になっているか。

２　企画提案内容

10

10

④その他の独自提案
  業務の目的を達成し、本事業の効果をより高めうる提案がなされているか。

①実施体制の適格性
・業務が遂行可能な人員の確保がなされているか。
・県からの要望等に迅速・柔軟に対応できる体制が備わっているか。


